
様式その二　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建築確認申請添付書類）
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	１．都市計画法第３章第１節に適合すると認める。
上記事項につき確認したところ　２．別途、知事の発行する証明書の添付を必要と認める。
３．都市計画法に基づく許可（第　　　　条）を受ける必要を認める。

	
認

欄
	 白　井　市
 建築宅地課
	課　長
	[bookmark: _GoBack]
	主　幹
副主幹
	
	主　査
主査補
	
 
	班　員
	
 
	
　　　 年　　月　　日

	
	
 土木事務所
	
 所　長
	
	
 課　長
	
	
 主　任
	
	
	
	
	
	
　　　 年　　月　　日


　備　考 １．この申告書は、都市計画法施行規則第６０条の証明書に代えるものです。（12の(４)欄については、別途証明書必要）
　　     ２．※印のある欄は記載しないこと。
　　     ３．３・５・７および12欄は、該当するものの記号を丸で囲むこと。
　　     ４．12の(４)欄に該当するものは、別途知事の証明書を受けてから建築確認を受けること。
　　     ５．12の(６)欄に該当するものは、別途許可を受けてから、建築確認を受けること。
　　     ６．12の摘要欄には、許可、認可、検査等関係する手続きについて、番号、年月日等（開発許可にあっては、予定建築物、その他の条件等を含む。）必要な事項を記載すること。
　　     ７．この申告書の提出にあたっては、建築確認申請者自身で所要の事項を記載し、その記載事項について市町村開発許可担当部課の確認を受けてから、建築確認申請書に添付して提出してください。
         ８．非線引区域とは、市街化区域、市街化調整区域の指定のない都市計画区域をいう。
